
 

1 

 

矢板市体育施設指定管理業務委託仕様書 
 

１ 管理運営に関する基本方針 

⑴ 施設の設置目的 

矢板市民の生涯スポーツの推進及び健康増進を図ること及び市外からのスポー

ツツーリズムの利用を促進し地域経済活性化を図ることを目的として、各種体育

施設を設置し、管理運営を行います。 

⑵ 管理運営の基本方針 

指定管理者は、民間の知見を活かした創意工夫により、利用者に対して質の高

いサービスの提供に努めるとともに、費用対効果の高い効率的かつ効果的な体育

施設の管理運営に努めていただきます。 

一部老朽施設が含まれますが、安全に使用できるように適切な維持管理を行っ

ていただきます。 

 

２ 対象の体育施設 

矢板市体育施設指定管理業務委託（以下「本業務」という。）の対象の体育施設

は、別表第１に掲げる施設とします。 

なお、矢板運動公園各施設は都市公園内の体育施設であることから、都市公園担

当部局（矢板市建設部都市整備課）と連携し管理運営を行っていただきます。矢板

運動公園内における管轄区域は、概ね別図のとおりとします。 

 

３ 指定管理期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５か年） 

 

４ 休館日及び利用時間 

矢板市体育施設設置及び管理条例（平成１７年矢板市条例第３３号。以下「体育

施設条例」という。）の規定によるものとします。 

 

５ 人員体制 

⑴ 統括責任者の配置 

本業務の統括責任者として、正規雇用の職員を１名以上配置してください。 

⑵ 配置職員の人数 

本業務に係る配置職員の人数の指定はありませんが、この仕様書に基づく管理

運営に必要な数の職員を確保してください。なお、片岡トレーニングセンターを

除く施設には職員を常駐させる必要はありませんが、適切に対応できる体制を確

保してください。 

⑶ 配置職員の兼務等 

配置職員（統括責任者を含む。）は本業務以外の業務と兼務することができま
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す。また、配置職員（統括責任者を除く。）の雇用形態は問いません。 

なお、兼務する職員に関する人件費は、適切に案分のうえ本業務に係る部分の

みを計上するものとします。（案分の根拠を明記してください。） 

⑷ 配置職員の研修 

配置職員に対して、本業務の遂行に必要な研修を定期的に実施してください。 

⑸ 有資格者の配置 

本業務の遂行に際しては、法令に定められた有資格者を適切に配置してくださ

い。 

 

６ 指定管理業務 

⑴ 利用の許可等に関する業務 

体育施設条例及び矢板市体育施設設置及び管理条例施行規則（平成１７年矢板

市教育委員会規則第４号。以下「体育施設規則」という。）並びに関連内規に従

い、以下に掲げる事項に留意の上、利用の許可等に関する業務を行ってください。 

ア 矢板市公共施設予約システムの使用 

本業務による体育施設の予約、貸出等の管理は、矢板市公共施設予約システ

ム（以下「予約システム」という。）を使用して行ってください。 

利用者に対する予約システムの使用方法の周知徹底も本業務の範囲とします。 

予約システムの維持、更新に要する費用は、矢板市の負担とします。 

イ 利用者の利便性向上 

利用申請に対しては、原則として即日利用許可を行ってください。 

本業務の対象施設は市内に点在していますので、利用の許可、利用料金の徴

収、鍵の貸出等において利用者の利便性に配慮するようにしてください。 

利用者の公平公正を確保してください。体育施設は、正当な理由がない限り

住民が利用することを拒むことはできません。 

ウ 体育施設の稼働率向上 

体育施設の稼働率向上、利用者数増加も本業務の範囲とします。 

市外からの大会、合宿の誘致等、スポーツツーリズムを積極的に推進してく

ださい。 

５年間の成果指標として、令和４年度の利用者数の１０％増を目標としてく

ださい。 

⑵ 利用料金の徴収に関する業務 

体育施設条例及び体育施設規則並びに関連内規に従い、以下に掲げる事項に留

意の上、利用料金の徴収に関する業務を行ってください。 

ア 利用料金の設定 

利用料金は、体育施設条例の範囲内において指定管理者が市長の承認を得て

定めることとなります。 
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イ 利用料金の取扱い 

利用料金は、指定管理者の収入とします。 

ウ 利用料金の減免 

体育施設条例等に規定する要件を確認の上、利用料金の減免を行ってくださ

い。 

なお、令和５年度中に減免の適用要件を見直す予定です。 

⑶ 体育施設の維持管理に関する業務 

本業務の対象１６施設について現状及び特性を理解し、以下に掲げる事項に留

意の上、体育施設の維持管理に関する業務を行ってください。 

ア 原状による本業務の遂行 

原則として体育施設の原状において指定管理者に管理を委託するものとし、

事前に特別な修繕、改修、備品の購入等は行いません。 

イ 維持管理の原則 

体育施設は、その利用に支障がない状態を維持するものとします。 

電気設備、給排水設備、空調設備等は、日常点検、法定点検、定期点検等を

行い、その機能を維持してください。 

体育施設の環境を維持し、利用者の快適な環境を保つため、日常の清掃業務

のほか、体育施設敷地内の草刈り又は除草、グラウンド整備、トイレ衛生陶器

の清掃、窓枠及び窓ガラスの清掃、照明器具の清掃を適切に実施するものとし

ます。 

ウ 役割分担 

市と指定管理者との役割分担は概ね別表第２のとおりとし、施設の修繕、改

修等については、協定で定める額未満のものを指定管理者の負担とします。 

備品の更新については、原則として市が予算の範囲内で購入しますので、管

理上必要がある場合は市に相談してください。 

体育施設の維持管理に必要な消耗品は、指定管理者が購入するものとします。 

エ その他 

体育施設の維持管理に関し、指定管理者が自ら所有する什器備品等を使用し

て行うことができます。この場合において、必要な諸経費は指定管理料に含む

ものとします。 

⑷ 体育施設の維持管理に関する特記事項 

ア 体育施設の管理に係る光熱水費 

原則として、指定管理者が各供給会社と契約するものとします。 

ただし、市の管理部分と分割して契約ができない場合は市が契約し、適切に

案分のうえ本業務の対象となる部分を指定管理者に負担していただきます。 

イ ＡＥＤの設置 

①から⑨までに掲げる体育施設に設置しているＡＥＤは市の費用負担で管理

を行います。 
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それ以外の体育施設にＡＥＤを増設する場合は、指定管理者の費用負担で管

理を行うこととします。なお、指定管理料に含める場合は、提案書に設置場所、

台数、費用を明記してください。 

① 緑新スタジアムＹＡＩＴＡ（矢板運動公園陸上競技場） 

② 矢板運動公園サッカー場 

③ 矢板運動公園テニスコート 

④ 住まいのおたすけ隊大進電気グラウンド（矢板運動公園多目的グラウン

ド） 

⑤ 矢板運動公園野球場 

⑥ 矢板運動公園プール 

⑦ 日新体育館 

⑧ 矢板市武道館 

⑨ 泉体育館（旧泉中体育館） 

ウ 自動販売機の設置及び物販 

自動販売機の設置（増設を含む。）及び管理については、指定管理者の判断

及び責任で行うものとします。また、体育施設（その敷地を含む。）において、

自動販売機の設置以外に物販等を行うことも可とします。 

自動販売機の設置又は物販によって得られた収入は、指定管理者の収入とし

ます。 

エ 芝生の維持管理 

①から④までに掲げる体育施設の芝生の管理は、市が指定する専門業者又は

これに準じる技能を有する業者に再委託を行うものとし、費用は指定管理料に

含めるものとします。 

なお、それ以外の芝生については維持管理費用の縮減に努めるように管理を

行ってください。 

① 緑新スタジアムＹＡＩＴＡ（矢板運動公園陸上競技場） 

② 矢板運動公園サッカー場 

③ 住まいのおたすけ隊大進電気グラウンド（矢板運動公園多目的グラウン

ド） 

④ 矢板運動公園野球場 

オ 体育施設の廃止等 

指定管理期間中に体育施設の休館、休場、廃止等の現時点で想定していない

事情が発生した場合には、市と指定管理者で協議を行い、協定の変更等適切に

対応するものとします。 

矢板運動公園相撲場は、施設の損傷により貸出を中止しており今後も貸出を

行う予定はありません。指定管理料の見積りの際には、相撲場の維持管理を行

わない前提で算定してください。 

泉グラウンド（旧泉中校庭）は泉複合施設の整備に合わせて令和５年度中に
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芝生化を実施します。これに伴い管理面積が 5,000 ㎡程度となりますのでご留

意ください。 

カ ネーミングライツの導入 

市では財源確保のためネーミングライツの導入を推進しており、令和５年度

中に体育施設のネーミングライツパートナーを公募予定です。 

新たに体育施設へのネーミングライツ導入が決定しましたら、愛称の周知や

使用について協力をお願いします。 

⑸ その他の管理運営業務 

ア 案内、情報発信業務 

必要に応じて体育施設、備品、利用料金等の案内を行ってください。 

体育施設に関する情報提供のほか、自主事業に関わる情報、市の観光情報等

を積極的に提供してください。 

イ 苦情等受付業務 

利用者から寄せられる苦情、要望、相談に対し誠実に対応するとともに、解

決を図るようにしてください。 

ウ 備品等管理業務 

体育施設に付随する各種備品等についても、本業務の範囲として適切に維持

管理を行ってください。 

エ 管理運営に関する書類、データの作成、保存及び管理に関する業務 

利用件数、利用者数、利用料金等の利用に係るデータや日報、月報等を作成

し、適切に整理、保存及び管理を行ってください。 

オ 利用者の救護措置等に関する業務 

職員を常駐させる施設においては、利用者の不測の傷病に対して適切に初期

対応を行うとともに、必要に応じて消防、警察、医療機関等へ引き継いでくだ

さい。また、速やかに市に状況を報告してください。 

職員が常駐していない施設の利用者に対しては、不測の事態が発生した場合

には利用者自ら対応を行う必要がある旨を事前に周知してください。 

⑹ 自主事業の実施 

体育施設の設置目的を損ねない範囲において、以下に掲げる事項に留意の上、

積極的に自主事業を実施してください。 

実施予定の自主事業については、提案書に明記してください。 

ア 自主事業による損益の取扱い 

施設の利用料金を含む自主事業の実施に要する費用は指定管理者の負担とし、

指定管理料を充てることはできません。 

自主事業の実施によって得られた収益は、指定管理者の収入とします。 

自主事業の実施によって損失が発生した場合でも、指定管理料で補填するこ

とはできません。 

なお、自主事業の収益を財源とする指定管理料の低減に資する提案を妨げる
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ものではありません。 

イ 自主事業の実施に関する留意点 

原則として自主事業の収支は指定管理者に帰属するため、指定管理業務とは

会計を分けて管理してください。 

⑺ 事業計画の作成に関する業務 

事業計画及び収支予算は、矢板市体育施設指定管理者募集要項に記載のとおり

作成するものとします。 

ア 指定管理初年度の事業計画 

指定管理初年度は、矢板市体育施設指定管理者募集要項に基づく公募型プロ

ポーザルの応募の際に提出した事業計画をもとに市と指定管理者が協議の上事

業計画を決定し、事業を実施するものとします。 

イ 指定管理２年目以降の事業計画 

指定管理者は、前年度の９月末日までに次年度の事業計画を作成し、市に提

出してください。提出された事業計画をもとに財政当局に予算要求し、予算編

成及び予算議決を経て、最終的に次年度の事業計画を確定します。 

要求額と予算額が異なった場合は、市と指定管理者が協議の上予算額に応じ

た事業計画に修正を行い、次年度の事業計画とします。当該予算額を年度協定

額とします。 

⑻ 事業報告の作成に関する業務 

事業報告は日報、月報、事業報告書（年度報告書）の３種類とし、指定管理業

務及び自主事業について作成するものとします。 

ア 日報の作成 

指定管理者の業務の一環として、日々の管理運営状況について作成し、保管

してください。必要に応じて提出を求めることがあります。 

イ 月報の作成 

毎月作成し、翌月１０日までに市に提出してください。なお、記載項目は概

ね次のとおりとします。 

① 利用実績（利用件数、利用者数、利用料金等） 

② 事業の実施状況 

③ 施設の管理状況 

④ 施設の運営経費 

⑤ 業務の改善事項 

⑥ 研修の実施状況 

⑦ 苦情等の対応 

⑧ 指定管理者からの提案、要望等 

⑨ その他市が必要とする事項 

ウ 事業報告書（年度報告書） 

年度ごとに作成し、次年度の４月２０日までに市に提出してください。なお、
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記載内容は概ね月報記載項目の総括に成果指標に関する事項を加えたものとし

ます。 

 

７ 本業務の遂行に関する注意事項 

⑴ 指定管理業務の再委託 

指定管理者は、業務の全部を再委託することは指定管理制度の趣旨に反するた

めできません。 

なお、直接に住民の利用に係わらない清掃、警備等の個別の具体的業務につい

ては再委託することができます。 

⑵ 市内企業（物品）優先調達 

指定管理者は、体育施設の管理運営に関し支障がない限り、市内企業及び市内

物品（地場産品）の利用に努めるようにしてください。 

⑶ 指定管理者が作成又は取得した文書 

ア 文書の適正管理 

指定管理者が本業務の遂行に際して作成又は取得した文書については、矢板

市文書管理規則（令和５年矢板市規則第１号）に準じて取り扱うものとします。 

なお、矢板市情報公開条例（平成１４年矢板市条例第６）第３３条の２によ

り、指定管理者には情報開示の努力義務が規定されていることに留意してくだ

さい。 

イ 文書の保管等 

文書の保管及び廃棄に際しても、矢板市文書管理規則に準じた取扱いを行う

ものとします。 

ウ 文書の引継ぎ 

指定管理期間が終了した際には、指定管理者が保有する指定管理に係る文書

を、市に引き継ぐものとします。 

⑷ 守秘義務及び個人情報の保護 

指定管理者は本業務によって知り得た秘密を第三者に漏らしてはならないもの

とします。また、本業務によって知り得た個人情報は個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）その他の法令に基づき適切に取り扱わなければな

らないものとします。 

これらの義務は、指定管理期間満了後も同様に遵守しなければならないものと

します。 

 

８ 指定管理料 

⑴ 指定管理料の見積り 

指定管理料は、別に提示する過去実績を参考に見積もってください。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大による施設の貸出中止の影響は補正して

いないことに留意してください。また、電気料金、原材料費の上昇等の物価上昇
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分を適切に反映させてください。 

⑵ 指定管理料の額 

指定管理料の額は、市と指定管理者が締結する協定において総額及び年度ごと

の上限額を定め、年度ごとに市と指定管理者との協議により決定します。 

⑶ 指定管理料の支払い 

年度ごとの指定管理料は、原則として指定管理者の請求により４回に分割して

支払います。詳細は、協定で定めることとします。 

⑷ 本業務に係る分別管理 

本業務の会計については、別口預金口座を開設して他の業務と分別して管理す

るものとします。 

 

９ 指定管理者に対する監督等 

⑴ 指定管理者に対する監督 

市は、本業務の適正な実施を確保するため、指定管理者に対して本業務の状況

に関して報告を求め、実地について調査をし、又は必要な指示ができるものとし

ます。 

⑵ 指定の取消し等 

指定管理者が市の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管理

を継続することが適当でないと認めるときは、市はその指定を取り消し、又は期

間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとしま

す。 

⑶ 指定管理者に対する監査 

市又は市の監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に

係る出納関連の事務について監査を行うことができるものとします。 

 

１０ 指定管理業務の引継ぎ 

⑴ 指定管理開始時の引継ぎ 

必要があると認めるときは、指定管理期間が開始する前に現指定管理者と業務

の引継ぎを行ってください。 

引継ぎに要する費用は、指定管理者の負担とします。 

⑵ 指定管理の更新 

指定管理期間は５年間としますが、当該期間満了後に同一の指定管理者が更新

して指定管理を行うことを妨げません。 

⑶ 指定期間満了後に指定管理者が交代となる場合の引継ぎ 

指定管理期間満了後に新たな指定管理者による管理を行う場合には、従前の指

定管理者は新たな指定管理者への業務の引継ぎに応じるものとします。 
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１１ 災害対応 

⑴ 危機対応マニュアルの整備及び訓練の実施 

災害の発生に備えて危機対応マニュアルを整備するとともに、定期的に訓練を

実施してください。 

⑵ 災害発生時の対応 

災害が発生した場合は、利用者の安全確保及び避難誘導を行ってください。 

施設の損傷があり、施設の利用制限の必要がある場合は、速やかに市に報告し

対応を協議してください。 

⑶ 避難所 

大規模な災害が発生した場合には、体育施設を避難所として使用することがあ

ります。避難所の運営には最大限の協力をしてください。 

災害時の機会損失を含む費用については、市の負担を前提として別途協議の上

決定するものとします。 

 

１２ その他 

⑴ 指定管理者からの提案による事業の実施 

この仕様書に記載がない事項であっても、指定管理者からの提案があり有用と

認める事項は本業務の範囲として事業を実施するものとします。この場合におい

て、市は追加の費用は負担しません。 

⑵ 市からの追加の指示による事業の実施 

この仕様書に記載がない事項であっても、市から追加の指示により事業を実施

することがあるます。この場合において、市は指定管理者との協議により適切と

認める費用を負担するものとします。 

⑶ やむを得ない理由による指定管理料の増額改定 

社会情勢の変化その他やむを得ない理由により当初協定又は年度協定で定めた

指定管理料の額が適切ではないと認めるときは、指定管理者からの申し出により

市は増額改定に向けて協議を行うものとします。 

⑷ 過剰な剰余金の精算 

過大な指定管理料又は過小な利用料金収入の見積りを主たる要因として過剰な

剰余金が発生したと認めるときは、指定管理者はその一部を精算し、市に返還す

るものとします。 
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１３ 問合せ先 

郵 便 番 号：〒３２９－２１６５ 

住   所：矢板市矢板１０６番地２ 

宛   先：矢板市生涯学習課スポーツ推進室 

担   当：大澤 英勝、川上 将司 

電   話：０２８７－４３－６２１８ 

ファックス：０２８７－４３－４４３６ 

メ ー ル：sports@city.yaita.tochigi.jp 

矢板市公式ウェブサイト：https://www.city.yaita.tochigi.jp/ 
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別表第１（第２項関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※1）「管理公社」とは、一般財団法人矢板市施設管理公社を指す。 

（※2）芝生化工事を実施し、管理面積は約 5,000 ㎡となる予定 

 

  

名称 所在地 面積㎡ 開設 現管理者 R4 利用者数 

片岡トレーニングセ

ンター 

片岡 1143-1 1,237 S57 管理公社 

（※1） 

10,717 

片岡運動場 片岡 1147-1 19,497 S58 管理公社 17,311 

片岡運動広場 片岡 1147-1 1,871 S58 管理公社 集計なし 

緑新スタジアム YAITA

（矢板運動公園陸上

競技場） 

幸岡 1955 30,000 S53 管理公社 6,402 

矢板運動公園サッカ

ー場 

幸岡 1955 20,000 S53 管理公社 5,351 

矢板運動公園プール 幸岡 1955 4,700 S57 管理公社 3,822 

矢板運動公園相撲場 幸岡 1955 365 H4 管理公社 休止中 

矢板運動公園テニス

コート 

幸岡 1955 8,400 H2 管理公社 17,164 

矢板運動公園野球場 幸岡 1955 16,846 H18 管理公社 8,272 

住まいのおたすけ隊

大進電気グラウンド

（矢板運動公園多目

的グラウンド） 

幸岡 1955 21,187 H11 管理公社 15,047 

矢板市武道館 本町 2-22 4,476 S58 直営 19,923 

矢板市弓道場 本町 2-22 1,110 S62 直営 8,622 

日新体育館 土屋 635 825 H3 管理公社 4,155 

日新多目的グラウン

ド 

土屋 635 8,194 H22 管理公社 10,888 

泉体育館 

（旧泉中体育館） 

泉 526 1,066 H7 直営 650 

泉グラウンド 

（旧泉中校庭） 

泉 526 8,917 

(※2) 

R6 直営 0 
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別表第２（第６項関係） 

 

項目 指定管理者 市 備考 

運営の基本的な考え方 〇  
体育施設の包括的な方

針は市とします。 

広報活動 〇   

施設の管理及び運営 〇   

施設の修繕、改修等 

（協定で定める額未満） 
〇   

施設の修繕、改修等 

（協定で定める額以上） 
 〇  

施設の利用許可 〇   

施設全体の占用許可等  〇  

利用料金の収受 〇   

消耗品及び備品の管理 〇   

消耗品の購入 〇  

消耗品及び備品の区分

は、矢板市財務規則

（昭和５１年矢板市規

則第４１号）に準じる

ものとします。 
備品の購入  〇 

苦情対応 〇   

自主事業等の実施 〇   

事故又は災害の初期対応 〇   

事故又は災害の包括対応  〇  

施設賠償責任保険 〇   

火災保険  〇  

包括的な管理責任  〇  


